
（単位：千円）

12,639,063 11,205,651

2,706 11,203,809

4,735,779 1,332

309 347

572,765 162

7,326,786 2,347,183

715 預 り 敷 金 2,347,183

26,480,903

512,361

1,973 13,552,834

1,785

508,602 25,578,613

350,113 100,000

2,855 21,784,202

347,258 21,784,202

3,694,411

25,618,429 3,694,411

24,654,202 3,694,411

363,927

582,517 △ 11,481

5,706 △ 11,481

12,075

25,567,132

39,119,966 39,119,966

（注）記載金額につきましては、表示単位未満の端数を切捨てて表示しております。

（注）当期純利益　687,915千円

（負　債　の　部）

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計

子 ・ 関 連 株 式

有 形 固 定 資 産

長 期 前 払 費 用

そ の 他 流 動 資 産

負債合計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券差額金

繰 越 利 益 剰 余 金

流 動 負 債

未 払 法 人 税 等

流 動 資 産

貸　借　対　照　表

科　　　　　　目 金　　額 科　　　　　　目

（2022年３月31日現在）

未 払 金

構 築 物

資 本 金

差 入 敷 金

投資その他の資産

建 物

工 具 器 具 及 び 備 品

投 資 有 価 証 券

そ の 他 資 本 剰 余 金

前 払 費 用

ソ フ ト ウ ェ ア

（純資産の部）

無 形 固 定 資 産

固 定 負 債未 収 入 金

商 標 権

金　　額

現 金 及 び 預 金

預 り 金

賞 与 引 当 金

（資　産　の　部）

売 掛 金

固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

株 主 資 本

短 期 貸 付 金



 

個 別 注 記 表 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

 (１) 子 会 社 株 式 及 び･･･････  移動平均法に基づく原価法により計上しており          

       関 連 会 社 株 式     ます。 

 

(２) そ の 他 有 価 証 券･･･････  時価のあるものについては、期末日の市場価格等に基づ

く時価法により計上しております（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）。

時価のないものについては、移動平均法に基づく原価法に

より計上しております。 

 

２． たな卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)により計上しております。 

貯 蔵 品･････････････  個別法により計上しております。 

 

３． 固定資産の減価償却の方法 

（１）有 形 固 定 資 産 ････････  定額法により計上しております。 

 

(２) 無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア････････  自社利用のソフトウェアについては、定額法                     

                  により計上しております。 

なお、償却期間は、社内における利用可能期間（５年）

であります。 

      上記以外の無形固定資産････････  定額法により計上しております。 

 

４．引当金の計上基準 

(１) 賞与引当金 

従業員賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しております。 

 

５．収益及び費用の計上基準 

当社は、主に商業施設の管理運営等を営む会社の株式を所有することにより、当該会社の

事業活動を管理しております。経営指導に関する収益は、主に経営計画や駅ビルの運営管理

に関するに関する指導・支援を行う履行義務を負っております。当該契約は、一定の期間に

わたり履行義務を充足する取引であり、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識してお

ります。 

 

６．消費税等の処理方法 

消費税等の会計処理は税抜方式により計上しております。 

 

７．その他計算書類の作成のための基本となる事項 

（１）連結納税制度の適用 

       当社は当事業年度より連結納税制度を適用しております。 

（金銭の信託を含む） 



 

（２）連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

     当社は、翌事業年度より、連結納税制度からグループ通算制度へ移行することとな

ります。ただし、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)において

創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体

納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度へ

の移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第 39 号 2020 年３月

31 日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第 28号 平成 30年２月 16日）第 44項の定めを適用せず、繰延税金資産及

び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。 

     なお、翌事業年度の期首より、グループ通算制度を適用する場合における法人税及

び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算

制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第 42号 2021

年８月 12日）を適用する予定であります。 

 

※一部修正についてのお知らせ：2024年 9月に「個別注記表（重要な会計方針に係る事項に関

する注記）」を追記 
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